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消費税増税ありきの「社会保障と税の一体改革案」に断固反対する 

                       2011年７月４日 

                    長野県保険医協会 理事会 

 政府・与党は６月30日の社会保障改革検討本部で「社会保障と税の一体改革案」

を決定した。首相は本部会議のあいさつで、社会保障と税の一体改革の成案決定を

「歴史的」と語ったと報道されている。確かに、今回の成案は日本の社会保障制度

を大きく変質させる問題を孕んでいるといった意味で「歴史的」であり、長野県保険医

協会では以下の問題点を指摘するとともに本案の白紙撤回を求めるものである。 

 第一の問題として、社会保障制度の基本的考え方について、成案では「自助・共

助・公助の最適のバランスに留意し」とあるが、その本質は本案のベースとなった

厚生労働省の「社会保障制度改革の方向性と具体策」に示されているように社会保

障制度が自助を基本とし、共助が補完し、それでもなお困窮する国民に対して一定

の要件下で公助が出動するといった理念を強調していることである。本来、社会保

障は憲法25 条の生存権の理念にもとづくべきものであり、今回の改革案は「助け合

い」の名の下に国の責任を大きく後退させる考え方である。 

 第二に、｢安定財源確保｣を名目に消費税を2010年代半ばまでに10％に引き上げ、消

費税の使途を社会保障財源化することを明記したことである。 

 税制全体の抜本改革として、個人所得税、法人課税、資産課税、地方税制といっ

た検討の方向性は示したものの、これまでの議論の経過を見ても消費税増税議論だ

けが先行してきた。つまり、社会保障と税の一体改革と銘打ってはいるが、その基

本は国と大企業の負担を軽減するために消費税増税により国民に広く負担を求める

ものである。社会保障の安定財源と財政健全化の同時達成のためには、社会保障４

経費（医療･介護･年金･子育て）にかかる消費税率は確実に上昇することとなる｡消費

税と社会保障給付をリンクさせる仕組みを構築し、消費税率を上げるのか、それと

も社会保障の充実を我慢するのかといった二者択一を国民に迫ることとなる。社会

保障改革の基本的な考え方にもふれられているように、社会保障には「セーフティ

ネットに生じたほころび」を正すために「所得の再分配機能の強化」が必要であ

り、その原則に反する消費税は、例えそれが社会保障目的税とされたとしても財源

には相応しくない。 また、震災により日本全体の景気が落ち込んでいる中で消費

税増税計画を打ち出すことは景気悪化に拍車をかける愚策である。財源問題は徹底

的な無駄の削除と所得税、法人税など税制全般の改革、保険料体系の見直しなど総

合的、抜本的に検討を加えた上で、国民的議論に付すべきであり、消費税増税あり

きの方針には断固反対する。 

 第三に社会保障・税に関わる共通番号制度（マイナンバー）の早期導入である。

医療、介護、保育などの年間費用の総額に上限を設ける「総合合算制度」の導入な

ども口実に上げられるが、これは共通番号制度でなくともできることである。共通

番号制は社会保障給付と納税・納付に係わる個人データを行政が「名寄せ・突合」

できるシステムである。その目的として「給付と負担の公正性、明確性を確保す

る」とあるが、将来的には「社会保障個人会計」創設への道筋をつけ、給付抑制と

応益負担原則を強化しつつ、個人の負担に応じた範囲内で保険給付に制限を加え、

範囲を超えたものは自費（免責）とするといった制度への転換も危惧される。 

 第四に医療分野の個別の内容では、国民が安心できる医療制度のビジョンが提示

されるわけでもなく、かつての政権が打ち出した施策の手直しに過ぎないものばか

りが目立つ。今回、特に問題なのは外来受診時の定額負担の導入であるが、2002年の

改定健康保険法の附則２条に、保険給付は「将来にわたり100分の70を維持する」と

明記されているにもかかわらず、本制度の導入により実質３割負担を超えることに

なる。高額療養費制度の拡充に充当する名目であるが、定額負担額は長期高額の医

療費に連動して引き上げられることは明白である。これは患者負担の軽減を求める

国民の声に逆行するものである。また、「医薬品の患者負担の見直し」が項目に挙

げられているが、かぜ薬や湿布薬などに公的保険は適用しないという、過去に何度

も提案されてきた「保険免責制度」につながりかねない。更に、サービス提供体制

の効率化・重点化と機能強化と称して平均在院日数の短縮や外来受診の適正化と病

院・診療所の外来機能の役割分担などを進めることで地域医療体制への多大な影響

が懸念される。 

 以上のことから、今回の改革案は医療現場や患者・国民の視点とは全くかけ離れ

たものであり、十分な議論が尽くされておらず拙速といえる。このまま改革を実施

することは、国民が真に必要とする医療制度のあり方を示さずに国の責任を国民に

転嫁するばかりか、社会保障制度の理念を変質させるものである。本会では、政府

が「社会保障一体改革」を抜本的に見直し、憲法25条の生存権を基本に国民の生命

と生活を最優先する新たな社会保障ビジョンの策定を、国民的な議論のもとで進め

ることを強く求めるものである。 

以上 

Ｑ3 各都道府県で保険料に格差がある

と報道されていた。数年前、国保の運

営協議会の委員のときに6.7％上がった

ばかりなのに、行政と医・歯・薬の3者

懇談で4月から国保料を3.7％また上げさ

せてもらうと話があった。市町村はこ

のように勝手に上げる。都道府県で何

倍もの差がつく。北海道の夕張はめ

ちゃくちゃ国保料が高い。こういうこ

とは、我々が生きていく基本的人権、

同じ医療、同じ質のものを受けるのに

おいて不利益すぎないか。法的にどう

なのか、不信に思う。 

芝田教授 法の下の平等の問題と25条

の基本的人権の最低限度の生活を営む

という、これにかかわる。住んでいる

地域によりアクセスする度合いが違っ

てくる。高ければ行きにくいし、安け

れば行きやすい。当然、そうした格差

を容認することはできないが、実は、

最近政府が良く使う言葉で、ペイ アズ 

ユー ゴー (pay as you go)の言葉があ

る。これがごまかしの元凶かなと思

う。欲するのなら、まず払えというこ

とで、「収支相当の原則」という。簡

単には、これだけのサービスを欲しい

のなら、それに見合うだけの財源をつ

けないかぎりだめだよ、ということ。 

 その地域の中で高齢化率が高い、当

然医療費も高くなる、それなら保険料

を高くします。これはやはりおかし

い。それを是正するために、例えば全

体の税であれば地方交付税・交付金と

いうのがあって、均等化をはかってい

る。国保であればまさに国庫負担をそ

ういうところに重点的に出していく。

国民の負担を平常化するというのが、

普通考えられることだが、それを制度

的にして来なかった。つまり、基本的

には高齢化率であるとか、医療費が高

くなれば保険料を上げるということと

リンクさせてきている。しかし、これ

は社会保険ではありえない話。私的な

保険なら当然そういうことになる。リ

スクの高い集団があれば、当然保険料

が高くなるか、或いはリスクの高い人

を保険集団から省く。いわゆる逆選択

というが、そういうことが起こって

いって、リスクの低い人ばかり入れて

保険料を安くする

ということにな

る。社会保険は強

制加入なのでそれ

ができない。当

然、国庫負担なり

を分配する段階

で、保険料がほぼ

同じくなるように分配するということ

は当たり前。そういうことをペイ アズ 

ユー ゴーの名の下に、地域住民の責任

に課している。保険料にリンクさせて

いる。 

 こういうことをやっているというの

は大きな間違いで、実はこれは社会保

障を消費税でやることと同じ。それの

考え方にもっていくためにやってい

る。つまり、税と社会保障を考える会

みたいなものができて、与謝野さんが

実質的に取りまとめ役で６月にまとめ

を出す。実は社会保障の水準を上げろ

と言えば、消費税を上げますという、

それとリンクさせると言うことで同じ

意味。つまり国民が社会保障を充実し

て欲しい。じゃあ、消費税上げましょ

う。消費税上げて欲しくなければ、そ

れにリンクするように支出であるとこ

ろの社会保障水準を下げます。そうい

う必要とするサービスがあれば、出す

ものを国民が出さなければいけない。

そういうことでどんどんどんどん政治

的にリンクさせてきた。そしていつの

間にか、社会保障は税であって、なお

かつ消費税でやることがいいかのよう

に思わせていく。そういうところまで

リンクさせている。非常に怖いことだ

と思っている。 

 だから運動する視点、今後社会保障

をどう考えていくかということでは、

社会保障というのは、お金を払うこと

に対する対価としてサービスを受ける

ものでない。つまり生存権を保障する

国家の制度なんだ、ということ。ここ

を考えれば、お金を出す、出さないと

い言うのは、二の次。そしてもうひと

つは、国家財政というのは、国民の福

祉の向上に寄与しなければいけない。

つまり、国家財政はすべてが福祉や社

会保障に使わなければいけないという

のが、趣旨として当然の話であって、

どうして消費税になってしまうのか、

それはおかしいということを、声を上

げて言っていかなければいけないだろ

うと思う。 ［Ｑ４以下次号で完結] 

 本紙4/25号、5/25号で紹介した長野県

保険医協会定期総会での立教大学芝田英

昭教授による表題の記念講演。その質疑

応答部分の紹介2回目。（全3回） 

 

講演中の芝田教授 


